
資料１－１ H21.3.27 

 

 

 

 

 

平成２１年３月１２日（木） 

厚生労働省障害保健福祉関係主管課長会議 

障害福祉課資料（抜粋） 
 

 

 

 

 

 

 

このほかの資料については、ＷＡＭ ＮＥＴ（独立行政法人福祉

医療機構）のホームページ中、「トップページ→行政資料→障害者福

祉」に掲載されていますので、御参照ください。 

http://www.wam.go.jp/ 

 

 

障害福祉サービス等に係る 

事業者説明会 

千葉市障害者自立支援課 

http://www.wam.go.jp/


1 平成21年4月の障害福祉サービス報酬改定について  

（1）平成21年4月の障害福祉サービス報酬改定について  

平成21年4月の障害福祉サービス費用（いわゆる報酬）の額の改定に   

ついては、プラス5．1％の改定を行うこととし、新体系事業、旧法施設   

及び障害児施設について、（》良質な人材の確保、②サービス提供事業者の   

経営基盤の安定、③サービスの質の向上、④地域生活の基盤の充実、⑤中山   

間地域等への配慮、（砂新体系への移行の6つの視点に立った改定を行うこと  

としている。  

（2）報酬告示及び関係省令・告示の改正について  

現在、パブリックコメントを実施中である。省令・告示については、パブ   

リックコメントを終了後、可能なものから順次公布することとしている。   
（関連資料1（31頁）及び関連資料2（40貢））  

（3）各都道府県からお寄せいただいたご質問について  

本日の会議資料として、一部Q＆Aをお示ししたところであるが、関係   

通知等についても検討を進め、可能な限り早急に情報提供・発出等を行ラ   

予定であるので、管内市町村及び事業所等への情報提供方よろしくお願いし   

たい。  

（参 考）平成21■年4月の障害福祉サービス報酬改定に係る今後の予定  

（4）加算の届出時期について  

通常、4月から加算の算定を開始する場合は3月15日までに都道府県へ   

届出を行うこととなるが、平成21年度に報酬改定を実施することを踏まえ、   

4月中に届けられた新規加算については4月からの算定が可能な取扱いと   

する。  
なお、具体的な届出目については、各都道府県国保連合会と調整の上、各  
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都道府県による柔軟な設定を行って差し支えない。  

（5）障害福祉サービス報酬改定影響検証事業について  

今回の障害福祉サービス報酬改定の効果を検証するために、障害福祉サー   

ビス施設・事業所に対し、報酬改定が現場にどのような影響を及ぼしていく   

かを把握する調査を秋以降に行う予定である。  

2 利用者負担の軽減措置について   

現在、特別対策や緊急措置に妄り実施している利用者負担の軽減措置につい  

ては、平成21年4月以降も継続して実施することとした。（現在、関係政省  
令についてパブリックコメント中）   

また、平成21年7月より、軽減措置を適用するために設けている「資産  

要件」の廃止や、「心身障害者扶養共済給付金」．の収入認定からの除外にょり  

更に負担軽減を図ることを予定しているので、準備方よろ㌧くお願いしたい。  

（関連資料3（43寅））  

3 障害者の就労支援の推進等について   

障害者自立支援法においては、障害者がその有する能力や適性に応じて、  

自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう必要な支援を行うこと  

としてお’り、この実現のための大きな柱の一つとして、就労に向けた支援施策  

を自立支援法の中に規定し、就労に必要な知識能力の向上のために必要な訓練  

等を行う就労移行支援事業、就労継続支援事業を創設したほか、障害者就業・  

生活支援センターの拡充を進めてきたところである。   
昨年12月に社会保障審議会障害者部会において報告書が取りまとめられ、  

就労支援に関する「基本的考え方」として、①一般就労への移行支援の準化、  

②就労継続支援の在り方、③障害者雇用施策等との連携強化等という観点から  
就労支援の充実を図るべきとされたことや、国としてもこれらの意見等を踏ま  

え、報酬改定や特別対策事業においても就労支援の促進に向けてより一層取り  

組んでいることから、都道府県におかれても、これらの考え方を踏まえ、管内  

各事業所に対し、障害者の就労支援について、周知や一層のご指導をお願いし  

たい。  

（1）障害者の一般就労への移行促進について   

① 一般就労への移行に対する報酬上の評価及び企業等の理解の在り方等に  

ついて  
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定めることとしているほか、地域自立支援協涛会（就労部会）及びハロー  

ワ」クの実施する地域障害者就労支援事業（チーム支援）等との連携、  

特別支援学校から直接就職した者の把握等について、見直しを行うことと  

している。（通知改正作業を進めており、後日発出予定。）   

各都道府県におかれては、障害者就業・生活支援センター事業の単独  

補助事業化の趣旨を踏まえ、全障害保健福祉圏域への設置に向け、積極的  

な取組をお願いしたい。（関連資料7（99頁））  

② ⊥般就労後の職場定着フォローアップ等について  

障害者の一般就労後のフォローアップについては、特別対策事業におい   

て、就労移行支援事業者が障害者就業・生活支援センター等と協力し、   

一般就労後一定期間を経過した者を対象とする勉強会や自主交流会を開催   

する際の助成を新たに実施（障害者一般就労・職場定着促進支援事業）   

することや、障害者の一般就労後における職場定着の促進を進めるため、   

就労移行支援事業の就労移行支援体制加算を移行・定着実績をきめ細かく   

評価することとしたこと等も踏まえ、職場定着のためのフォローアップの   

政組に向けたご指導をお願いしたい。  

③ 離職した者の筆入先の確保等について  

昨今の経済事情等により、離職した者等への受入先の確保の促進を進め   

るため、「地域生活への移行が困難になった障害児・者及び離職した障害   

児・者の入所施設等への受入について」 （平成18年10月2日障障発第  

1002005号本職通知）の改正により、企業を離職したことに伴う施設への   

再入所を希望する者等を受け入れる場合の定員外の入所児・者の受入可能   

な範囲を入所定員又は利廟定員の5％の範囲から、10％まで拡大するこ   
ととしているので、留意願いたい。（通知改正作業を進めており、後日発   

出予定。）  

また－、離職の危機を迎えている者や、、やむを得ず離職した者に対して、   

障害者就業・生活支援センターやハローワーク等と連携し、離職危機回避   
や、再チヤ｝ンジ支援を実施した事業所に対し、特別対策事業により助成   

することとしている（離職・再チャレンジ支援助成事業）。   
これらの支援等を踏まえ、やむを得ず離職した者への支援や受入先の   

確保につき、都道府県において一層の取組をお願いするとともに、管内市   

町村や関係団体等に対しても周知や指導等を行うなど、特段の御配慮を   

お願いしたい。  

4 障害者の地域生活への移行について  

（1）地域生活への移行に関する状況について  

入所者の地域生活への移行状況を調査した結果（平成20年10月1日  
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よう、入所・入院中の段階から、宿泊等の地域生活の体験ができるよう   

な仕組みが必要と指摘されていることを踏まえ、障害者の地域生活への   

移行を一層進めるため、今般の報酬改定において、グループホーム・   

ケアホームの体験利用の仕組みを創設したところである。（閑適資料9  

（109頁））  

また、同報告書においては、家族と同居しているうちから地域生活た   

移行するための支援が重要とされているところであり、入院や入所中の   

者だけでなく■、家族と同居している障害者がグループホーム等へ移行す   

る際にも体験利用を可能とする予定である■ので、本制度の周知に努めて   

いただきたい。  

り 居住サポート事業の実施について  

同報告書において、入居に関する支援や、緊急時に対応できる24時   

間のサポート体制などについて、自立支援給付の対象とすることについ   

て検討すべきと指摘されているところであるが、現行制度における地域   

生活支援事業の居住サポート事業の実施が低調であるため、まずは居住   

サポート事業の実施について、障害者自立支援対策臨時特例交付金に基   

づく基金事業に新たに追加した、「居住サポート事業立ち上げ支援事業」   

を活用することも含め、実施地域が拡大するよう管内市町村への周知等   

をお願いしたい。  

エ 身体障害者のグループホーム・ケアホームについて▲  

同報告書において提言のあった、「身体障害者のグループホーム・ケ   

アホーム」については、平成21年度に、身体障害者がグループホーム  

・ケアホームを利用できるよう関係法令等の改正を検討しているところ   

である。事務的な準備期問等を勘案し、適切な時期に施行する予定であ   

り、後日詳細について連絡させていただくこととし七いる。  

オ 障害者を地域で支える体制づくりモデル事業について  

同報告書では、障害者を地域生活で支えていくため、複合的なニーズ   

に対応できる拠点的な場についての指摘もあったことから、「基金事業」   

とし七、様々な既存の社会資漁を組み合わせて地域生活支援の拠点化を   

図る「障害者を地域で支える体制づくりモデル事業」を創設したところ   

である。本モデル事業は、今後の障害者の地域生活支援のため、非常に   

重要な事業と考えているので、事業実施にあたっては、地域の障害者に   

対して適切■な支援が行えるよう、実施主体の選定に十分注意していただ   

くとともに、今後の施策の検討のため、モデル事業実施報告の情報提供   

をお願いしたい。  

② 関係施策との連携について   

障害者の住まいの場の確保は、障害者の地域生活蕗行を進めるため大変   

重要な課題であり、社会保障審議会障害者部会の報告書においても、公営   

住宅べの入居の促進やグループホーム・ケアホームとしての活用、国土交  
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なお、■相談支援専門員の要件として、都道府県において実施される相談支  

援現任研修を少なくとも5年に1度は修了することとなっていることから、  

受講漏れのないよう併せて周知していただきたい。  

6 サービス管理責任者について  

（1）サービス管理責任者の経過措置について  

サービス管理責任者については、障害者自立支援法の施行により新たに求め  

られた人員であることなどから、経過措置を設定したところである・が、この経   

過措置について、平成21年4月1日以降、次のとおり取り扱う予定であるの   

で、御了知の上、管内事業所等に周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾の  

ないようにされたい。（関連資料13（114頁））  

なお、・各都道府県におかれては、既にサービス管理責任者として配置されて   

いる者等で、「サ∵ビス管理責任者研修」及び「相談支援従事者初任者研修（講   

義部分）」（以下「研修」という。）の未受講者について、計画的に研修を受講す  

ることができるよう、特段の御配慮をお願いしたい。  

【平成21年4月1日以降における具体的取扱い（案）】  

：1．平成21年3月31・日までの経過措置  

i i 

n  

「実務経験の要件を満たしていれば、研修を受講していない場合であって：  
も卿ビス管理責任者として配置できる」取扱いにつレ1ては、受‡  
講希望者数に対して都道府県が実施する研修が不足している現状等にかん；  

がみ、平成24年3月31日まで経過措置期間を延長することとする。   

「事業所の入居定員の合計が9人以下のグループホーム・ケアホームにおい；  

て、サービス管理責任者を置かないことができる」取扱いについては、グル：  

ープホーム・ケアホームのサービス管理責任者は業務を適切に遂行するのに：  

必要な勤務時間が確保されていればよく、比較的配置が容易であると考えら：  

： れるため、規定のとおり経過措置を終了することとする0  

：2．その他の経過措置  

－    1  

u  

「障害者自立支援法施行前から事業を運営している児童デイサービス事業：  

所匡ついて、当分の間、サービス管理票佳肴を置かないことができる」取扱；  

いについては継続することとする。ただし、平成21年4月以降は、サービ；  

ス管理責任者人員欠如減算を適用することとする。  

障害者自立支援法施行前から事業を運営しているグループホーム・ケアホ：  

ーム事東郷ビス事業所においては、研修の受講を要件とし；  

て3年以上の実務経験をもってサービス管理費任者として配置することがで…  

主星こととしているが、上記1一五、2－iの緩和措置として、平成24年‡  
3月31日までの間は、：∋年以上の実務経験があれば研修を受講していなくて  
てもサービス管理責任者として酉己置できることとする。（ただし、グループホ！  
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② 国庫負担基準超過市町村に対する財政支援  

国庫負担基準超過市町村に対しては、平成21年度より、都道府県地域   

生活支援事業「重度障害者に係る市町村特別支援事業」の補助要件の緩和   

（訪問系サービスの全体の利用者数に占める重度訪問介護利用者の割合   

25％超？10％超）及び障害者自立支援対策臨時特例交付金により都道   

府県に造成された基金において実施する「重度訪問介護等の利用促進に係   

る市町村支援事業」により、一定の財政支援を可能とすることとしている   

ので、ご活用いただきたい。（関連資料15（117頁））  

（2）居宅介護従業者養成研修3級課程について  

介護保険制度における訪問介護員養成研修3級課程及び介護報酬算定上の   

取扱いについては、原則として平成21年3月末で報酬上の評価、養成を   

終了する七ととしている。  

一方、障害者自立支援制度における居宅介護従業者養成研修3級課程（以   

下「3級課程」）については、重度訪問介護従業者養成研修課程の修了者の   

キャリアアップの観点から必要であること、また、知的・精神障害者が3級   

課程を修了し従業者として従事している事例があり、障害者の就労支援の   

観点からの配慮が必要であることなどを踏まえ、平成21年度以降も3放   

課程及び居宅介護サービス費、重度訪問介護サービス費の報酬算定上の取扱   

いを継続する。  

（3）指定行動援護事業所におけるサービス提供責任者の資格要件にかかる経過   

措置について  
行動援護のサービスに従事するサービス提供責任者及び従業者について   

は、資格要件に加えて、知的又は精神障害に関する実務経験が必要であるが、   

行動援護従業者養成研修課程の修了者については、実務経験の軽減措置が   

図られている。  
現行では、サービス提供責任者の実務経験の軽減措置については、平成   

21年3月31日までの経過措置となっているが、行動援護事業所の疲保を   

図り、サービスのさらなる普及を図る観点から、当該経過措置を平成24年   

3月31日まで延長するこ上とする。また、従業者の実務経験の軽減措置に   

ついては、引き続き、当分の間の措置として継続する。（関連資料16（119頁））  

（4）サービス提供責任者の配置基準について  

（か 常勤要件の緩和  

平成21年度より、訪問系サービス事業所（居宅介護、重度訪問介護、  
行動援護）の運営の効率化を図る観点から、サービスの質の確保を図りつ  

つ、現行ではすべて常勤の者でなければならないこととしているサービス  

提供責任者の要件について緩和し、今後以下のような取扱いとする。  

ア 指定居宅介護事業所ごとに、常勤の従業者であって専ら指定居宅介  
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護の職務に従事するもののうち事業の規模に応じて1人以上の者をサ   

ービス提供責任者としなければならないこと  

イ 常勤職員を基本としつつ、非常勤職員の登用を一定程度可能とする   
こと  

り 指定基準上、1人を超えるサービス提供責任者を配置しなければな   

らない事業所においては、原則として1人分のみの常勤換算を可能と   

すること  

エ 指定基準上、，5人を超えるサービス提供責任者を配置しなければな   

らない事業所において軋当該事業所のサービス提供責任者の3分の   

2以上を常勤の者とすること  

オ 非常勤のサービス提供責任者については、当該事業所における勤務   

時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべ   

き時間数の2分の1に達していること   

※ 重度訪問介護事業所及び行動援護事業所についても同様の取扱い  

② 重度訪問介護事業所における員数の基準の緩和  

現行の重度訪問介護事業所のサービス提供責任者の配置基準は、居宅   
介護事業所及び行動援護事業所と同じ基準となっているが、見守りも含め   
長時間のサービス提供を行う重度訪問介護事業所においては、他のサービ   
スに比べ、人員の確・保が難しいことから、平成21年度より、サービス   

提供責任者の員数の基準について、次のいずれかに該当する員数を置くこ   

ととし、綬和を図る。  
ア 当該事業所の月間の延べサービス提供時間（事業所における待機時  

間や移動時間を除く。）が1，000時間又はその端数を増すごとに1人  

以上  

イ 当該事業所の従業者の数が20人又はその端数を増すごとに1人  

以上  

ウ 当該事業所の重度訪問介護の利用者数が．5人又はその端数を増す  

ごとに1人以上  

（5）支給決定に係る留意事項について  

（む 支給決定事務における留意事項  

訪問系サービスに係る支給決定事務については、平成19年4月13日  

付事務連絡「障害者自立支援法に基づく支給決定事琴に係る留意事項につ  

いて」において、留意すべき事項をお示ししているところであるが、以下  

の事項について改めてご留意の上、対応していただきたい。  

ア 適正かつ公平な支給決定を行うため、市町村において時、あらかじ  

め支給決定基準（個々の利用者の心身の状況や介護者の状況等に応じ  

た支給量を定める基準）を定めておくこと  

イ 支給決定基準の設定にあたっては、国庫負担基準が個々の利用者に  
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対する支給量の上限となるものではないことに留意すること  

■ ウ 支給決定にあたっては、申請のあった障害者等について、障害程度  

区分のみならず、すべての勘案事項に関する一人ひとりの事情を踏ま  

えて適切に行うこと   

また、特に日常生活に支障が生じる恐れがある場合には、個別給付のみ  

ならず、地域生活支援事業におけるサービスを含め、利用者一人■ひとりの  

事情を踏まえ、例えば、個別給付であれば、いわゆる「非定型ケース」（支  

給決定基準で定められた支給量によらずに支給決定を行う場合）として、  

個別に市町村審査会の意見を聴取する等により、障害者及び障害児がその  

有する能力及び適正に応じ、地域において自立した日常生活を営むことが  

できるよう適切な支給量を定めていただきたい。．   

なお、介護保険法の規定による保険給付を受ける在宅の障害者で、申請  
に係る障害福祉サービスについて当該市町村において適当と認める支給量  

が、当該障害福祉サービスに相当する介護保険サービスに係る保険給付の  

居宅介護サービス費等区分支給限度基準額の制約から、介護保険のケアプ  

ラン上において介護保険サービスのみによって確保することができないも  

のと認められる場合についても同様である。  

② 重度訪問介護等の適正な支給決定  

重度訪問介護等に係る支給決定事務については、平成19年2月16日   

付事務連絡「重度訪問介護等の適正な女給決定にづいて」にお）丁て、留意   

すべき事項をお示ししているところであるが、以下の事項について改めて   

ご留意の上、対応していただきたい。  

ア 平成21年4月より、重度訪問介護の報酬単価について、サービス  

提供時間の区分を30分単位に細分化することとしている。これは、  

利用者が必要とするサービス量に即し控給付とするためのものであっ  
て、重度訪問介護の想定している「同一箇所に長時間滞在しサービス  

提供を行うという業務形態」の変更を意味するものではなく、サービ  
スが1日に複数回行われる場合の1回当たりのサービスについて30  

分単位等の短時間で行うことを想定しているものではないこと。   
イ 法施行後一これまでの間、利用者から「短時間かつ1日複数回にわた  

るサービスで、本来居宅介護として支給決定されるはずのサービスが  

重度訪問介護として支給決定を受けたことにより、サービスを提供し  
てくれる事業所が見つからない」といった声が寄せられているところ  

である。短時間集中的な身体介護を中心とするサービスを1日に複数  
回行う場合の支給決定については、原則として、重度訪問介護ではな  

く、居宅介護として支給決定すること。  
また、「見守りを含めたサービスを希望しているにもかかわらず、  

見守りを除いた身体介護や家事援助に必要な時間分のみしか重度訪問  
介護として支給決定を受けられない」といった声も寄せられていると  

ころであり、重度訪問介護は、比較的長時間にわたり総合的かつ断続  
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的に提供されるものであり、これが1日に複数回提供される場合で  

あっても1回当たりのサービスについては、基本的には見守り等を  

含む比較的長時間にわたる支援を想定しているものであることから、  
利用者一人ひとりの事情を踏まえて適切な支給量の設定を行うこと。  

8 障害児の療育支援等について  

（1）ノ障害児施設措置費について  

平成21年度障害児施設措置費においてはヾ新たに被虐待児への心理的ケ   

アの充実を図る観点から「心理担当職員配置加算（注1）」を、投薬等の医   

学的管理を必要とする児童の処遇向上を図る観点から「看護師配置加算（注  

2）」を設けたところである。（算定要件については、障害児施設給付費と  

同様）。   

（注1）知的障害児施設、第二種自閉症児施設、盲児施設、ろうあ児施設及び肢体不自  

由児療護施設が対象   

（注2）知的障害児施設、盲児施設及びろうあ児施設が対象  

平成21年度障害児施設措置費交付要綱については、早期に発出できるよ  

う準備を進めているところであるが、取り急ぎ人事院規則の改正等を反映し   

た平成21年度保護単価（案）（関連資料17（120頁））をお示しするので参   

考にされたい。また、各自治体におかれても施設運営を考慮し、迅速な加算   

認定等について配慮されたい。  

（2）里親委託されている障害児の障害児通園施設等の利用について  

里親委託されている障害児に係る知的障害児通園施設・肢体不自由児通園   
施設・ 難聴幼児通園施設（以下「障害児通園施設」という。）の利用につい   

ては、「里親に委託されている児童が保育所へ入所する場合等の取扱いにつ   

いて」（平成11年8月30日児家第50号厚生省大臣官房障害保健福祉部障害福   

祉課長・児童家庭局家庭福祉課長・児童家庭局保育課長の連名通知）に示し   

てきたところであるが、今般の上記通知を改正することとしたのでよろしく   

お取り計らい願いたい。（関連資料18（121頁））  

なお、改正点の概要は以下のとおり。   

（∋ 里親及びファミリホームに委託されている障害児が障害児通園施設を  

利用する場合には「措置」に基づく取扱いとするとともに、児童デイ  

サービス事業も通知に位置づけ措置利用としたこと。  

② 母子生活支援施設利用者が障害児通園施設等を利用する場合には「契  

約」に基づく利用とすること。  

また、上記整理に併せて「保育所に入所している障害をもつ児童の専門的   

な治療・訓練を障害児通園施設で実施する場合の取扱いについて」（平成10   

年11月30日児保第31号厚生省大臣官房障害保健福祉部障害福祉課長・児童家   

庭局保育訣長の連名通知）についても同様の改正を行うこととしている。  
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‖ 障害者（児）福祉施設等における不祥事の発生防止及びその対   

応について  

（1）障害福祉サービス事業者への指導監査の徹底等について  

障害福祉サービス事業者の数が年々増加している七ころであるが、会計検  

査院からの指摘や各都道府県における指定取消などに見られるように、依然  

として不正受給等が発生していることは誠に遺憾である。  

ついては、以下のような事項には特に留意の 

事業者に対し指導監督に万全を期されたい。  

（彰 障害者自立支援給付費負担金の適正な執行について－   

障害者自立支援給付費負担金の執行に関し、平成2■0年11月に国会に  

・提出された平成19年度決算検査報告において、対象とな■らない金額を   

誤って計上したこと等により、本負担金の返還を要する不当な経理が行わ   

れていたとの報告がなされたことは、誠に遺憾である。   

ついては、各都道府県におかれては、管内市町村に′対して適正な事務処   

理を指導するなど、本負担金の適正な執行に努められたい。  

（参 道正な受給の実施について  

各都道府県におかれては、障害者自立支援法の円滑かつ適正な運営を   

図るため、法令等に基づく適正な事業実施の確保に向けた取組の充実強化   

が切に求められていることから、障害福祉サービス事業者に対するなお   

一層の適切な指導監査の実施に努められるようお願いする。  

また、管内サービス事業者に対しては、平成21年4月の障害福祉サー   

ビスの報酬改定、改定に伴う関係省令、告示、通知等の改正が行われるた   

め、改正内容の周知を図っていただき、適正な執行が行われるよう指導願   

いたい。  

（2）障害者（児）福祉施設等における不祥事申発生防止及びその対応  

人権侵害の防止等については、機会あるごとに要請してきているところで   

あるが、依然としてこれら不祥事が発生していることは、誠に遺憾である。   

ついては、以下のような事項に留意の上、管内社会福祉法人、社会福祉施設   

等に対する指導監督に万全を期されたい。  

（彰 人権侵害等の防止等について   

ア 社会福祉施設において、体罰等の人権侵害事例や入所者からの預り金  

の管理等について不適切な取扱いが行われていたという事例が従来より  

報告されているところであるが、障害者の人権が擁護され、適切な支援  

がなされるべき施設においてこのような事件が起きることは、適切な  

施設運営に真筆に取り組んでいる同種施設までもが社会の不信感を被る  
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こ 

各都道府県等におやゝれては、このような事件を未然に防止するため「障  

害者（児）施設における虐待の防止について」（平成17年10月20日障発   

第1020001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）を参考に   

適切に対応されたい。特に、虐待に関する情報を得たときは、虐待を受   

けた障害者（児）の保護、施設内の調査、虐待の行われた施設に対して   

は、改善命令、事業停止、許可取消等の適切な対応を図られたい。   

各都道府県等におかれては、社会的に許零されない事案が発生した   

場合には、速やかに事実関係及び発生原因の究明を行うとともに、特別   

監査を実施し、当該不祥事の関係者はもちろんのこと、法人の責任者、   

施設管理者等の責任を明確にし、内容によっては、刑事告発の可否につ   

いても検討されたい。  

なお、人権侵害等の不祥事が発生した施設等に対する特別監査にあた   

っては、例えば、以下のように指導・監査手法を工夫しその実態把握に   

努めるとともに、問題点を早急に改善す 

る。  

【指導・監査手法の工夫】  

：○目時を特定せず、速やかに指導・監査等を行うこと  

：○施設の管理者や法人の責任者だけでなく、個々の職員から一も施設全般：   

の運営に当たっての課題や利用者支援に問題がないか意見を聴くこと：  

（施設の管理者等の立ち会いはさせない）。また、利用者・保護者等：  
の意見を聴くこと。  

：○施設の管理者や法人の責任者に、人権侵害防止に対する施設として支：   

援方針、取り組み状況及びその評価について聴くこと。  

※なお、施設の職員や利用者等に意見を聴く場・合には、本人の意向をミ  

踏まえ本人に不利益が及ぶことの無いよう十分配慮した方法で行う：  

こと  

：○事故等の内容を確認し、記録すること。  

事故内容（誰が、どこで、どのような事故（自傷、他傷、過失事故等）：  

に遭い、どの程度のけが・被害を負ったのか）  
事故時の担当職員は誰か  

診断書の有無（写し）‥・必要に応じ医師に確認  

写真等の客観的記録の有無  

：○事故報告と対応の確認をすること  

事業所内でいつどのように報告がなされ、誰からどのような指示が；  
行われたか。  

事故について保護者等にいっどのように報告がされたか。  
行政にその都度（いつ）どのように報告がなされたか。  
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；○検証内容の例  

事故原因を誘発した要因の分析と点検がどのようになされたか。  

再発防止策としてどのような内容が検討されているか。  

事業所外部の有識者等からの助言を受けているか。  

：○虐待防止の取り組み状況  

虐待防止マニュアルの有無の確認  

虐待防止委員会の開催状況（開催状況、委員名簿、各回における協：  

議内容（事故等発生を契機に開催されているか）、委員会における：  

協議結果の現場への反映状況）  

：○研修の実施状況   

・施設内・施設外での研修の状況（受講者、’研修内容、参加状況）  

イ また、改正児童福祉法（平成21年4月施行）により、被措置児童等   

虐待の防止に関する事項が盛り込まれ、被措置児童等の権利擁護を図る   

ための仕組みが整備されたところである。各都道府県におかれては、本   

年1月8日に開催された全国児童福祉主管課長会議においてお示しした   

「被措置児童等虐待ガイドライン（案）」に基づき、被措置児童等虐待   

に関して、児童福祉主管部局など関係部局との連携体制の整備を図るこ   

とをお願いしたい。  

② 苦情解決の取組について  

障害福祉顔係施設の利用者等の権利擁護の観点から、・障害福祉関係施設   

の最低基準において、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な   

措置を講じなければならないことを明記しているところである。平成1‘9   

年度の社会福祉施設等調査を見ると障害者支援施設等の93％が取り組ん   

でいるところであり、苦情受付窓口の設置、苦情解決責任者の設置につい   

ては、ほとんどの事業所で取り組まれているものの、第三者委員について   

は、約8割の実施に止まっているところである。ついては、全事業所での   

取り組みを指導いただくとともに、第三者委員等の設置について引き続き   

指導をお願いしたい。  

利用者が苦情を申し出られない事態が、結果として権利侵害に至り得る   

ことを考えた場合、苦情解決の仕組みは、利用者の権利を擁護する上で   

極めて重要な位置を占めるものである。  

各都道府県におかれては、各施設において苦情解決の仕組みが整えられ   

ること［ょもちろん、障害者（児）やその家族は、支援を受けている施設へ   

の遠慮から直接苦情を言いにくいという指摘があることから、都道府県、．   

市町村、児童相談所などの行政相談における苦情の受付、都道府県社会   

福祉協議会の運営適正化委員会における，苦情解決制度の活用などの周知を   

図られたい。  
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（3）障害者支援施設等の防災対策等について  

◆ ① 防災対策について  

障害者支援施設等については、入居者の多くは自力避難が困難な者であ  

ることから、各都道府県におかれては、次の事項に留意の上、施設の防火  

安全対策の強化に努めるよう、管内の障害者支援施設等に対して指導する  

とともに、特に指導監査等にあたって重点的な指導を行うようお願いした  

い。  

ア 火災発生の未然防止  

イ 火災発生時の早期通報・連絡  

ウ 初期消火対策  

工 夜間防火管理体制  

オ 避難対策、  

カ 近隣住民、近隣施設、消防機関等との連携協力体制の確保  

キ 各種の補償保険制度の活用  

また、地すべり防止危険区域等土砂等による災害発生の恐れがあるとし  

て指定されている地域等に所在している社会福祉施設等においては、  

ク 施設所在地の市区町村、消防機関その他の防災関係機関及び施設へ・  

の通知  

ケ 施設の防災対策の現状把握と、情報の伝達、提供体制の確立  

コ 入所者の外出等の状況の常時把握、避難及び避難後の円滑な援護  

サ 消防機関、市町村役場、地域住民等との日常の連絡を密にし、施設  

の構造、入所者の実態を認識してもらうとともに、避難、消火、避難  
後の円滑な援護等を行うための協力体制の確保 等  

防災対策に万全を期されたい。  

（診 大規模災害への対応について  

台風被害や地震災害などの大規模災害については、施設レベルでの防災   

対策では十分な対応が困難であることから、関係機関との十分な連携及び   

地域防災計画に基づく適切な防災訓練の実施など、民生主管部局において   

も積極的な参画をお願いしたい。  
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障害者支援施設等は、災軍時において、地域の防災拠点として重要な  

役割を有していることから、今後も震災時等における緊急避難的な措置と  

して要援護者の受入を積極的に行っていただきたい。  

（4）感染症対策について  

例年、冬季においては感染症の集団発生が見られるところであり、次の   

ことに御留意の上、衛生主管部局と連携の上、各施設に対して適切な指導を   

お願いしたい。  

◎ ノロウイルスによる感染性胃腸炎については、「社会福祉施設、介護  
保険施設等におけるノロウイルスによる感染性胃腸炎の発生・まん延防  

止策の∵層の徹底について」（平成19年12月26日雇児総発第1226001号、  

社援基発第1226・001号、障企発1226001号、老計発1226001号厚生労働省  

雇用均等・児童家庭局総務課長二社会・援護局福祉基盤課長、障害保健  

福祉部企画課長、老健局計画課長連名通知）を通知したところであり、  

これを踏まえ、管内市区町村及び管内障害者支援施設等関連施設におけ  
卑対策の一層の周知徹底を図ること。  

② インフルエンザについては、「社会福祉施設等における今冬のインフ  

ル羊ンザ総合対策の推進について」 （平成2 

， 

1202001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福  

．祉基盤課長、障害保健福祉部企画課長、老健局計画課長連名通知）及び  

「今冬のインフルエンザ総合対策の推進について」（平成20年11月14日  

健感発第1114001号厚生労働省健康局結核感染症課長通知）を・踏まえ、  
対策の周知徹底を因っていただいているところであるが、病院や学校等  

において集団感染が発生していることから、対策の一層の周知徹底をお  

願いしたい。  

③ 高病原性鳥インフルエンザについては、近年、東南アジアを中心に流  

行し七いるほか、ヨーロッパでも発生が確認されるなど、依然として流  

行が継続・拡大しており、ヒトからヒト へ感染する新型インフルエンザ  

の発生の危険性が指摘されている。  
厚生労働省においては、「新型インフルエンザ対策行動計画」、「新型  

インフルエンザに関するQ＆A」を作成しているので、これらを踏まえ  

た対応を徹底すること。・  

④ その他、障害者支援施設等等においては、感染症の集団発生が生じや  

すいことから、衛生主管部局と連携の上、衛生管理の徹底と感染症の発  

生及びまん延の防止のために適切な措置が講じられるよう留意するこ  

と。  
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（関連資料2）  

障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスめ事業等の人員、   

設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令案の概要  

【改正の趣旨】   

障害者自立支援法の施行後約3年が経過するところであり、同法に基づく障害福祉サ  

ービス等について、サービス事業所の実情や本年4月の実施を予定してし†る障害福祉サ  

ービス報酬の改定を踏まえ、指定基準及び最低基準の見直しや適用期限の延長等を行う  

ものである。  

【改正する省令】  

① 障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関   

する基準（平成18年厚生労働省令第171号）  

② 障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準  

（平成18年厚生労働省令第172号）  

③ 障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する革準（平成   

18年厚生労働省令第174号） 

① 児童福祉伍に基づく指定知的障害虎施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成  

18年厚生労働省令第178号）  

【改正案の主な内容】  

1．サービス提供責任者の要件緩和   

居宅介謹、重度訪問介護及び行動援護のサービス提供責任者について、現行では全て   

常勤の着でなければならない・こととしている要件を緩和し、今後は、常勤を基本としつ   

つも、非常勤職員の登用を一定程度可能とする。  

2．入所施設に係るサービス提供記録に係る規制の緩和   

「サービスの提供の記録」については、現在、サービスの提供日、内容その他必要な   

事項について、 サービスの提供の都度記録を行い、その度に利用者から確認を受けなけ   

ればならないこととしている。   

しかしながら、．入所施設においては継続的な利用が行われており、訪問系サービスの   

ように提供の都度記録及び確認を行う必要性が低いことから、「提供の都度」という規   

定を撤廃する。  
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3．短期入所の単独型事業所の基準の明確化   

短期入所の事業形態の一つである単独型事業所について、そゐ定義並びに人員及び設   

盾に関する基準の明確化を図る。  

（り 定義   

併設事業所及び空床型事業所以外の短期入所を・「単独型事業所」とする。  

（2）人員基準   

ア．他の事業所等（入所を除く。）において行う短期入所であって、当該他の事業等   

が行われている間の生活支援員の数  

他の事業所等の利用者の数及び単独型事業所の利用者の数の合計数を当該他の事   

業所等の利用者の数とみなした場合において、当該他の事業所等として生活支援貞   

又はこれに準ずる従業者として必要とされる数以上 

イ．上記以外の場合における生活支援員の数  

当該日の利用者の数が六以下 一以上  

当該目の利用者の数が七以上 一に、当該日の利用者の数が六を超えて六又はそ   

の端数を増すごとに－を加えて得た数以上  

（3）設備基準   

居室（定員4人以下等）、食堂、浴室、洗面所及び便所の基準に係る規定を設ける。  

4，共同生活介護の体験的利用制度の創設に伴う整理   

共同生活介護の体験的利用について、利用者負担上限額管理を利用者から依頼を受け   

た場合においてのみ行うこととするとともに、体験的利用を行う事業者における支援の  

取扱方針を明記する。   

また、上記取扱いは、共同生活援助について準用する。  

5．指定宿泊型自立訓練事業所についての規制緩和   

指定宿泊型自立訓練のみを行う事業所は、旧法施設等からの移行の場合を除き、障害   

者就業・生活支援センターに併設されているものでなければならないものとされている   

ことを改め－、指定宿泊型自立訓練のみを行う指定自立訓練（生活訓練）事業所として、単   

独で実施することができることとする。  

6．療養介護の従事者に係る経過措置の延長   

平成18年10月以前から指定医療機関において「療養介護に相当する事業」を実施  
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していた施設に係る職員配置基準の経過措置について、平成21年9月30日までとし  

ている適用期限を平成24年3月31日まで延長する。  

7．経過的に居宅介護を利用する共同生活介護等に係る経過措置の延長   

経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所及び経過的居宅介護利用型一体型指定   

共同生活援助事業所において生活支援員及びサービス管理責任者を置かないことができ   

るとする経過措置について、平成21年3月31日までとしている適用期限を平成24   

年3月31日まで延長する。  

8．経過的に個人で居宅介護を利用する共同生活介護利用者に係る経過措置の延長   

共同生活介護に入所する重度障害者による共同生活住居における居宅介護の利用を可   

能とする経過措置について、平成21年3月31日までとしている適用期限を平成24   

年3月31日まで延長する。  

また、居宅介護利用者に係る生活支援員の配置について、通常の利用者の1／2の配置   

を必要とする。  

9・知的障害者通勤寮に係る居室の設備基準の経声措置   

障害者自立支援法施行前から設備に係る経過措置の適用を受けていた知的障害者通勤   

寮の設備基準について、従前と同様の面積等でよいこととする経過措置を設ける。  

【適用日】平成21年4月1月（予定）  
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r施設外就労」への支援箕  

圧施設外就労加算（20年度届壷事業→21年度：報酬こよる対応）   

施設外（企業内等）の現場での作業・訓練が、・利用者の就労移行やエ賃（賃金）の引き上げを図る  

ために有効であることから、報酬により評価。（平成21年4月～）  

対象事業：就労移行支援、就労継続支援A型、就労継続支援B型  

（実施例）  

．【就労継綺支援B型】  
・定員30人   

利用者：30人：職員：5人  
■■  

■   匡ヨ  田  

施設外就労による利用定員の取扱い  

本体施設の定員の7割まで施設外就労の利用者  
とすることが可能（定員の7割が上限）  

※職員配置も増員した利用者数に準じる  
（例）30人定員の場合   

最大で51人（30人＋21人）までの利用が可能となる  

【企業D】  

利用者6人：職員1人  

㌔■■＝………＝■■＝＝…＝■■■■・・■■■■■・■‥－・・■■■■＝……■＝＝……－■＝………■H…■＝＝＝■＝＝＝■＝■■■＝l■■‖■■t＝＝■11■■■■■＝＝■＝■■■■＝■■■■■■■■■＝■■■■■＝＝＝■＝＝  

≡空．施設外就労等による胃般就労移行助成事業（障害者自立支援対策臨扁例交付金（基金事業））  
施設外就労・施設外支頓によって一般就労した実績に応じて助成。  

（
潔
併
淋
筆
∽
）
 
 
 

対象事業二就労移行支援、就労継続支援A型、就労継続支援B型  

補助単価：就労した利用者1人あたり10万円（1回限り）（平成20年度～23年度）  
～● 

て：丁  



グループホーム・ケアホームの体験入居  
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体験入居時の単価】  
・ケアホーム 675単位～324単位（障害程度区分別）  

■グループホ「ム 287単位  

※世話人の配置数に関わらず一定の単価。  

※経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所等については、  
個別支援計画の作成義務がないため、体験の対象外。  ※入院・外泊時加算又は  

帰宅時支援加算等を算定  
王【加算】  

通常の単価を算定  ○福祉専門職員配置等加算  
○夜間支援体制加算・夜間防災体制加算  
○重度障害者支援加算  
○日中支援加算  
○医療連携体制加算  
○地域生活移行個別支援特別加算 等   

（
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）
 
 
 

※入院時支援加算等については、施設入所者が体験する場合、入院中は施設側  
が支援を行うため、グループホーム等でlま加算を算定しない。  



サービス利用計画作成毒の支給対象の例示（平成21年4月～）  
■■▲－■■■■■｛■【■1－1－■■■一一■■■一一－■■1－】■■一■■■■■■－■■■■－－■－′■l】－－■－－－－■－－－－－－－■一一－■－－一－－■－■－－■－－■一－■－－－－－■－－－l  

：1．障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要である者。  

：2．単身世帯の者等、自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難である者。  
≡3・重厚障害者等包括支援に係る支給決定を受けることができる者。  
－一－－■■一一－ －－－－－ －■－ ■－－－－ ■－－－－■－ －－－－▲－－ ■－ －■一－－ － ■一－－－ －】－ －－－】－－－ －－ －－－－－－ －■－■－－1・－■－t■・一 － ■－←－－ －－●－－－ －－ －－■ ■■■■▲■  

（1）住環境の変化  
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世帯の者等、自 2．単身 措定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難である者  

者  

による放置、無理解、無関心l   】   －－－柑駆闇陪－‘∃     l   

3．重度障害者等包括支援に係る支給決定を受けることができる  

重度障害者等包括支援の対象者  
′㌧∴ン．ぺてミ〉 ′ l‘一、J■・、：、・ふ÷■ 持主笠～三三！ 

雪嶺       ≡塑三こ■■さ‘，：∴∴、＿／．        しこ．J∵「ハ∵∵．J．・．J    卓立ず隼．㌧・㍍・L二；。   〆 
ト、ムTJつ．1点ゝY－ゝ1ニーrぢソ・、J∫1丁一亡一ユ  

■     訝力融和線毒軸塵  
間揺  

凍血・三挺強練∴∴て：  ゝぅ，       ｝1■・  
ーL㌧’小デ】躍ち慧  如顔癖画蠣      窮     訊盈か蕊        無    磁揃鯨                     ′・ 

滴車重                                            ▲撃㌢一；サナ  
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給決定を受けている者は対象   



「サービス管理責任者」の経過捨置  

実務経験  

障害者の直接支援・相談支援などの  

業務（5～10年）。  

サービス管：哩  

責任者として  

配置  

1
一
一
員
1
 
 【その他の経過措置】  
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援護覇  指定行   提供責  

か かる経過措  

○サービス提供責任者  

・介護福祉士  
・介護職員基礎研修修了者  
・ヘルパー1級  
・ヘルパー2級＋3年以上の  
実務経験  
・行動援護従業者養成研修  
修了者  1

一
一
¢
－
 
 

※ ヘルパー2級における実務経験（3年以上）のうち・の知的又は精  
神障害に関する実務経験を含めて差し支えない。  

○ヘルパー  

・介護碍祉士  
・介護職員基礎研修修了者  
・ヘルパー1級  
・ヘルパー2級  

・行動援護従業孝養成研修  
修了者  
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（参考資料）   

介護事業者への労働基準関係法令の周知徹底等について  

厚生労働省労働基準局  

1 介護労働者の労働条件の確保  

○ 介護労働者に係る労働時間、割増賃金、最低賃金等の労働基準関係法令の   
遵守については、特に、訪問介護労働者に係る移動時間の取扱い等に関し平   

成16年に労働基準局から発出された「訪問介護労働者の法定労働条件の確   

保について」の通達を中心としてここれまでもその周知徹底をお厳しi－してき   

たところです。  

○ しかしながら、全国の労働基準監督機関において、平成19年に介護事業   

者を含む社会福祉施設3，075事業場に対して監督指導を実施したところ、   

このうち2，307事業場において何らかの労働基準関係法令違反が認めら   

れ、違反率は75．0％（全業種の違反率67．9％）でした。 

間、割増賃金、就業規則に関する違反率が高く、依然として労働基準関係法   

令の遵守について問題がある事業者が多くみられます。  

○ 法定労働条件の確保は、安定的な事業運営や人材確保の観点からも重要な   
課題です。   

障害保健福祉事業を所管される都道府県等におかれましても、改めて法定   

労働条件の確保について、周知徹底をお願いします。  

○ 周知徹底に際し、各都道府県等で開催する事業者等に対する説明会等にお   

いて、都道府県労働局に働きかけ労働局の担当官から労働基準関係法令の遵   
守のための説明を行う時間等を設けること等により効率よく周知を図るこ   

とも有効ですので、積極的な取組をお願いします。  

なお、法令遵守に係る説明等の協力については、都道府県労働局にもすで   
に指示しているところです。  

○ また、今後、都道府県労働局から、労働基準関係法令の内容に係るパンフ   
レット等の資料について、適宜情報提供がなされる予定ですので、これも活   

用し、事業者における法定労働条件の確保についての周知徹底をお願いしま   

す。  

2 障害者である労働者の労働条件の確保   

○ 都道府県等において、障害者である労働者に閲しその労働条件の履行確保   
上の問題がある事案を把握された場合には、労働基準監督署等に適宜の方法   

により速やかに情報提供くださいますよう、お願いします。  

－131－   
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